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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第３四半期連結
累計期間

第41期
第３四半期連結
累計期間

第40期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 8,100 9,226 11,037

経常利益 （百万円） 706 792 836

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 452 525 537

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 435 537 496

純資産額 （百万円） 6,089 6,497 6,150

総資産額 （百万円） 8,109 8,450 8,312

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 92.69 107.75 110.10

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.1 76.9 74.0

 

回次
第40期

第３四半期連結
会計期間

第41期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 39.44 45.34

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ハイマックス(E05215)

四半期報告書

 2/15



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年12月31日）におけるわが国経済は、輸出・鉱工業生

産の持ち直しが見られ、雇用・所得環境の改善が続くなかで緩やかな回復基調で推移いたしました。

　情報サービス産業におきましては、ＩｏＴやクラウドなどの技術革新の進展により、企業におけるＩＴ活用の

重要性が高まっており、戦略的な投資の増加が期待されております。また、日本銀行の全国企業短期経済観測調

査におきましても、非製造業の大企業を中心にソフトウエア投資見通しは増加の傾向にあるものの、開発要員不

足の状況が続いております。

　このような経営環境の下、当社グループは、当事業年度を初年度として策定した「中長期経営計画　Ｃ4

2022」に則り、重点顧客を中心に既存領域の深耕及び隣接領域への展開に向けた積極的な提案営業を行い、継続

的な取引拡大に注力するとともに、新規事業の創出に取り組みました。また、開発要員の確保のため、即戦力と

なるキャリア技術者の積極採用及びパートナー企業との更なる連携強化に努めました。

　その結果、連結売上高は9,226百万円（対前年同四半期増減率13.9％増）、営業利益は785百万円（同12.9％

増）、経常利益は792百万円（同12.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は525百万円（同16.2％増）と

なりました。

　なお、サービス分野別の売上高については、システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソ

リューションサービスは、エンドユーザーのクレジット及びその他業界向け案件が拡大したことなどにより、

5,599百万円（同17.4％増）となりました。また、システムの稼働後に提供するシステム・メンテナンスサービ

スは、証券及び保険業界向け案件を継続的に保守フェーズで受注したことなどにより、3,628百万円（同8.9％

増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、48百万円であります。なお、当第

３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 生産、受注及び販売の実績

　当社グループの事業は、バリュー・ソリューションサービス事業単一でありますが、サービス分野別の生産、

受注及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。

 

①生産実績

（単位：百万円）

サービス分野別

当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年12月31日)

対前年同四半期増減率

（％）

システム・ソリューションサービス 5,708 18.2

システム・メンテナンスサービス 3,648 9.1

合計 9,356 14.5

（注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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②受注状況

（単位：百万円）

サービス分野別

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

受注高
対前年同四半期
増減率（％）

受注残高
対前年同四半期
増減率（％）

システム・ソリューションサービス 5,706 16.8 1,350 30.0

システム・メンテナンスサービス 3,489 9.5 760 14.1

合計 9,195 14.0 2,110 23.8

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注高は「受注・売上管理規則」に基づき個別契約の締結、注文書もしくはこれらに準じる文書を受領した

ときをもって計上しております。

③販売実績

（単位：百万円）

サービス分野別
当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

対前年同四半期増減率
（％）

システム・ソリューションサービス 5,599 17.4

システム・メンテナンスサービス 3,628 8.9

合計 9,226 13.9

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

（単位：百万円）

相手先

前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

金額 割合（％） 金額 割合（％）

株式会社野村総合研究所 4,046 50.0 4,236 45.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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また、業種別販売実績は次のとおりであります。

（単位：百万円）

業種別

当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年12月31日)

対前年同四半期増減率

（％）

金融

銀行 1,130 5.6

証券 626 21.9

保険 4,134 4.7

クレジット 1,277 41.4

金融小計 7,167 11.3

非金融

公共 742 1.4

流通 354 29.5

その他 964 46.5

非金融小計 2,060 23.9

合計 9,226 13.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(5) 主要な設備

　当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に関し著しい変動はありません。また、新たに確定した主要

な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等の計画はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月６日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 6,206,496 6,206,496 東京証券取引所市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 6,206,496 6,206,496 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 6,206,496 － 689 － 666

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,333,200 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,872,000 48,720 ―

単元未満株式 普通株式 1,296 ― ―

発行済株式総数 6,206,496 ― ―

総株主の議決権 ― 48,720 ―

 

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ハイマックス
横浜市中区本町

二丁目22番地
1,333,200 ― 1,333,200 21.48

計 ― 1,333,200 ― 1,333,200 21.48

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,260 4,468

売掛金 1,514 1,683

電子記録債権 1 1

仕掛品 39 136

その他 328 300

流動資産合計 6,141 6,587

固定資産   

有形固定資産 138 127

無形固定資産 24 19

投資その他の資産   

長期預金 1,100 800

その他 911 919

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,009 1,717

固定資産合計 2,171 1,863

資産合計 8,312 8,450

負債の部   

流動負債   

買掛金 432 459

未払法人税等 155 165

賞与引当金 570 262

役員賞与引当金 17 16

その他 531 700

流動負債合計 1,706 1,602

固定負債   

退職給付に係る負債 266 278

その他 190 72

固定負債合計 456 351

負債合計 2,162 1,953

純資産の部   

株主資本   

資本金 689 689

資本剰余金 666 666

利益剰余金 5,688 6,023

自己株式 △883 △883

株主資本合計 6,160 6,495

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6 7

退職給付に係る調整累計額 △16 △4

その他の包括利益累計額合計 △9 3

純資産合計 6,150 6,497

負債純資産合計 8,312 8,450
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 8,100 9,226

売上原価 6,571 7,459

売上総利益 1,529 1,767

販売費及び一般管理費 833 982

営業利益 696 785

営業外収益   

保険配当金 3 3

保険返戻金 5 0

受取保険金 - 2

その他 3 2

営業外収益合計 11 7

営業外費用   

保険解約損 1 0

その他 0 0

営業外費用合計 1 0

経常利益 706 792

税金等調整前四半期純利益 706 792

法人税等 255 267

四半期純利益 452 525

親会社株主に帰属する四半期純利益 452 525
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 452 525

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 0

退職給付に係る調整額 △18 12

その他の包括利益合計 △17 12

四半期包括利益 435 537

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 435 537

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ０百万

円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 19百万円 27百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 85 17.5 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

平成27年11月５日

取締役会
普通株式 78 16.0 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

（注）平成27年６月19日定時株主総会決議による１株当たり配当額17.5円には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念

配当金５円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 93 19.0 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

平成28年11月２日

取締役会
普通株式 97 20.0 平成28年９月30日 平成28年12月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

当社グループは、バリュー・ソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 92円69銭 107円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
452 525

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
452 525

普通株式の期中平均株式数（株） 4,873,233 4,873,227

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　平成28年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・97百万円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・20円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成28年12月６日

　（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　四　半　期　レ　ビ　ュ　ー　報　告　書

 

 平成29年２月２日

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス  

 

 取 締 役 会　御 中   

 
 

有　限　責　任　監　査　法　人　ト　ー　マ　ツ
 

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業　務　執　行　社　員

公認会計士 轟　　　一　成　　印

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業　務　執　行　社　員

公認会計士 宮　澤　義　典　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハイ

マックスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日か

ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハイマックス及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。
 
その他の事項
　会社の平成28年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成28年２月５日付で無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成28年６月17日付で無限定適正意見を表明している。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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